
消費者を誤認させる表示の是正等について

令和２年６月12日

消費者庁
デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における

環境整備等に関するプロジェクトチーム

資料２



（２）紛争処理・解決に向けた検討の方向性
 消費者取引の当事者ではないため関与できないと主張するデジタ

ル・プラットフォームにおける苦情処理対応・紛争解決のあり方

 出品者（売主）の本人確認・情報提供

これまでのヒアリングを踏まえた今後の検討の方向性

（１）紛争の未然防止に向けた検討の方向性
 出品者（売主）の本人確認・情報提供
 違法な製品、事故のおそれのある商品の流通への対応
 消費者を誤認させる表示（不当表示等）の是正等
 消費者の信頼を確保するための消費者レビューの管理
 利用規約の位置づけ、表示のあり方
 利用規約の個別の条項のあり方、是正のあり方
 域外適用・海外当局との連携

消費者の選択の確保に向けた検討の方向性
 ターゲティング広告のオプトアウト
 パーソナライズド・プライシングの情報提供

２．潜在的な消費者トラブルへの対応

１．顕在化している消費者トラブルへの対応

※第4回検討会資料5-1「今後の検討に向けて」3頁を一部修正
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① オンライン・ショッピングモールにおける消費者を誤認させる表示
への適切な対応の在り方について
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はじめに

 オンライン・ショッピングモールを介在して販売される商品・役務の取引においては、虚偽・誇大な
広告表示などの不当表示も見受けられ（具体例は下記※１・２のとおり）、消費者の誤認を生じさせ
ているとの指摘がある。

※１ 新型コロナウイルスに対する効果等を標ぼうする商品の表示（後掲（参考１））

※２ いわゆる不正レビュー（後掲（参考２））

※３ 近年（平成29年度以降）において景品表示法による措置命令が行われた事案のうち、オンライン・

ショッピングモールを介在して販売される商品・役務の表示が対象とされているものが８件存在。

 このような虚偽・誇大な広告表示の企画・作成においては、出品事業者だけでなく、デジタル・プ
ラットフォーム企業（オンライン・ショッピングモール運営事業者）等の複数の事業者が関係する場
合もあり、その場合における各事業者の関与の在り方は多様なものが考えられるが、全ての関係事業
者において、虚偽・誇大な広告表示の是正・抑止に取り組むことが、消費者保護の観点から必要。

 上記の取組みは、関係事業者のそれぞれが自らに課せられた役割が何であるかを明確に認識し、それ
を適切に果たすことによって成果をあげることができるもの。関係事業者に課せられた役割を明確化
するに当たっては、出品事業者とオンライン・ショッピングモール運営事業者のそれぞれについて、
虚偽・誇大な広告表示を禁止する法令上の義務（景品表示法など）がどのように及ぶのかを整理する
ことが必要。
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（参考１－１）消費者庁による改善要請・協力要請

 新型コロナウイルスについては、その性状特性が
必ずしも明らかではなく、かつ、民間施設におけ
る試験等の実施も不可能な現状において、新型コ
ロナウイルスに対する予防効果を標ぼうするウイ
ルス予防商品については、現段階においては客観
性及び合理性を欠くものであると考えられ、一般
消費者の商品選択に著しく誤認を与えるものとし
て景品表示法（優良誤認表示）等の規定に違反す
るおそれが高いものと考えられる。

 また、一般消費者が当該商品の効果について誤認
し、新型コロナウイルスの感染予防について誤っ
た対応をしてしまう可能性も考えられる。

 このため、消費者庁では、本年３月10日及び３月
27日に、当該表示を行っている事業者に対し、緊
急的に改善要請を実施。

 また、改善要請を行った事業者がオンライン・
ショッピングモールに出店している場合には、当
該ショッピングモール運営事業者に対しても、表
示の適正化について協力を要請した。



日本経済新聞（令和２年５月31日付け）（抜粋）

「コロナ対策商品 違法表示横行」

「大手ネット通販で２割疑い 本社調べ」

「ネット通販は違法性のある表示を止める仕組みが弱い」

「ネット通販で「コロナウイルス対策」をうたう商品が違法の疑いがある状態で大量に売られて
いる。日本経済新聞が米アマゾン・ドット・コムと楽天のサイトで上位検索結果約250件を調
べると、15～20%で根拠を欠く効能を表示していた。他のサイトも同様だ。外出自粛で通販需
要が増す中、規制当局や運営会社の監視が働かず、不安心理に付け入る出品が放置される実態
が浮かび上がってきた。 」

「背景にはネット通販特有の構造問題がある。表示内容は原則、販売業者が決め、個別に登録す
る。その数が膨大で、厳格に監視する人材・システム投資を怠ってきた日本の規制当局やサイ
ト運営会社の目が行き届かない。」

「景品表示法については、販売会社が独自に決めた内容であれば、運営会社の責任を問いにくい
点も自主規制の限界につながっている。」

（参考１－２）最近の報道
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報道等によれば、オンライン・ショッピングモールにおけるレビューの中には、商品等の出品事業者やそ
の代理人等が、第三者（レビューワー）に対して一定のレビューを書き込むように依頼し、当該レビュー
ワーがその依頼の事実を伏せて書き込んだ「不正レビュー」と呼ばれるものが含まれているとの指摘があ
る（※やらせレビュー、サクラレビューなどとも呼ばれる）。

出品事業者 レビューワー②レビューの書き込みを依頼
※ 謝礼等の提供とともに行われる場合あり。

レビュー欄
例：「これを飲むだけで１０ｋｇ痩せました」
例：「素晴らしい商品です」、「美味しかっ
たです。」

例：（★５つを付与した購入者に対して経
済的利益の提供を行うことを告知する
ことにより、）大量の★５つを獲得

③依頼の事
実を伏せて
レビュー
を書き込み

消 費 者

オンライン・ショッピングモール

①
出品

商
品

④
参考

⑤
購入等

約９割の消費者が、
レビューを参考にして

商品等を選択

＜不正レビューの全体像＞

不正レビューにより、自主的かつ合理的な商品等の選択が阻害されている可能性

（参考２－１）オンライン・ショッピングモールにおける「レビュー」のイメージ

出典：消費者庁「インターネット消費者取引連絡会」
令和元年６月28日第33回「資料１」



Q51.商品購入時に消費者のレビューを信用していますか。

n=3072

6.6 68.8 14.6 4.7 5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体的に信用している 一部信用している 信用していない そもそも見ない サイトによる
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（参考２－２）「消費者レビュー」に関する意識調査

約７５％の消費者が、消費者のレビューを信用して商品選択を行っている。

出典「デジタル・プラットフォーム利用者の意識・行動調査について」（2020年05月20日消費者庁）

＜調査概要＞
①調査地域 全国
②調査対象 18歳以上のデジタル・プラットフォームを利用したことがある消費者
③回収数 3,072人（国内8地域区分（人口比）×性（均等）×年代（均等） ×PC利用者／スマホ利用者（均等））割り付け
④調査方法 インターネットモニター調査
⑤調査期間 令和2年3月10日（火）～3月16日（月）

約７５％
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（参考２－３）「不正レビュー」と景品表示法との関係について

ア） 景品表示法上の不当表示は、商品等の内容等について「実際のものよりも著しく優良又は有利」であっ
たり、「事実に相違して他の事業者が供給するものよりも著しく優良又は有利」であると消費者に誤認さ
れる表示である。ここでいう商品等の内容等は、品質、規格のように商品等そのものに直接関わるものだ
けでなく、顧客による評価（顧客満足度など）のような事項も含む広範な概念である。

イ） 「不正レビュー」として記載されたコメントが、商品等の内容等について具体的な記載をする際に、虚
偽・誇大な表現をしていたものである場合、そのような「不正レビュー」は、不当表示に該当すると考え
られる。

例１：ダイエット食品について、具体的な成分の紹介をしつつ、「一日三回これを飲んだだけで１０ｋ
ｇ痩せました」等の虚偽・誇大に当たる具体的な痩身効果をコメントとして記載する場合

※ 例１のような虚偽・誇大な表現は、仮に「不正レビュー」ではない表示の中で記載されたもので
あった場合でも、不当表示に該当すると考えられる。

ウ） レビューワーによる（好意的ではあるが）主観的・抽象的な感想に留まる場合など、レビュー内容自体
のみで明らかに虚偽・誇大であるとまでは言えないものである場合でも、レビューの中で依頼の事実を伏
せていることにより、あたかも多くの顧客が自発的に好意的な評価を書き込んだものであるかのように消
費者に認識されるものであった場合には、不当表示に該当する場合があると考えられる。

例２：一般の食品について、具体的な材料や調理法の紹介等をすることなく、単に「美味しいです」、
「健康にいいです」等の好意的な感想のみをコメントとして記載する場合

※ 例２の「美味しい」「健康にいい」等の主観的・抽象的な表現を用いたレビュー等を行う場合に、
当該レビューの中で依頼の事実が明記されている場合や、出品事業者による通常の広告として記載さ
れている場合は、一般的に、それのみをもって不当表示（著しく優良又は有利であると消費者に誤認
される表示）に当たるとまではいえないと考えられる。
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〇 オンライン・ショッピングモールに出品されている商品の表示（※）は、その多くが、当該商
品を消費者に対し販売している出品事業者により行われているものであり、通常は、当該出品
事業者が景品表示法の規制対象となるものと考えられる。

（※想定例１） 出品事業者が販売する商品の効果・効能に係る不当表示
（例：合理的な根拠なく新型コロナウィルスに効く旨などを表示）

（※想定例２） 出品事業者等が依頼した「不正レビュー」により、多数の消費者が自発
的に高い評価（例：星印５つ）を付けているかのように示す表示

整理① オンライン・ショッピングモール上の表示についての基本的な考え方
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整理② オンライン・ショッピングモール運営事業者が表示に関係している場合

〇 他方、オンライン・ショッピングモール運営事業者についても、出品事業者の販売する商品等
の販売促進のために、自ら又は出品事業者と共同して企画したキャンペーンやセール等につい
て、自らモールのトップページ等において広告表示を行う場合（※１）や、モール内の出品事
業者の店舗ページにおける広告表示にアドバイスを行う場合など、オンライン・ショッピング
モール運営事業者が出品事業者の広告表示に関係している場合（※２）がある。

〇 意識調査の結果によれば、同じ出品事業者の同じ商品であってもオンライン・ショッピング
モールで購入したいと考える消費者が多数を占めており（※３）、オンライン・ショッピング
モールを利用する場合に信用を置く対象として、個々の出品事業者とする回答よりも、場を提
供するオンライン・ショッピングモールと回答する消費者の方がより多い（※４）。

また、オンライン・ショッピングモール運営事業者が自ら行うオンライン・ショッピング
モールのトップページにおけるキャンペーンに関する表示等は、消費者を出品事業者との契約
に誘引する効果が大きいことが覗われる（※５）。



（※１） オンライン・ショッピングモール運営事業者が自ら広告表示を行う場合

＜問題となる表示として想定される例＞

オンライン・ショッピングモールのトップページなど、オンライン・ショッピングモール運営事業者自身が記載内容を決定

するページに、あたかもモール内の出品事業者のすべての商品・役務について適用されるかのような強調表示（例：ポイ

ント還元、期間限定割引）をしているが、実際には一部の出品事業者には適用されないものであった。

（参考イメージ）

○月○日まで！
対象店舗限定
全品

○％OFF

ポイント還元率

○％!
ファッション製品
○割引

サマーセール
開催中！

11



12

（※２） オンライン・ショッピングモール運営事業者が出品事業者の店舗ページにおける広告表示に関係する場合

＜問題となる表示として想定されるもの＞

出品事業者が、自社の店舗ページにおいて商品の価格を表示する際に、オンライン・ショッピングモール運営事業者

が定めた出品時の条件や、オンライン・ショッピングモール運営事業者の担当者による指示やアドバイスに従って二重

価格表示を行ったところ、比較対照価格として用いた価格は根拠のないものであった。

参考①： クーポン共同購入サイトの出品事業者が出品した「通常価格」が存在しない商品について、当該サイトの

運営事業者が定めた出品時の条件（「通常価格」を併記した二重価格表示を行う。）に従って表示を行った

出品事業者に対し、措置命令（平成23年２月22日付け）が行われると共に、クーポン共同購入サイトの運営

事業者に対する要請が行われた事例がある。

参考②： オンライン・ショッピングモールの出品事業者による不当な二重価格表示に、当該オンライン・ショッピング

モール運営事業者の担当者が関与していた旨の一部報道に対する当該運営事業者の社内調査結果等の

報告を受けて、当該オンライン・ショッピングモール運営事業者に対する要請が行われた事例がある（平成

26年４月30日公表）

参考③： 景品表示法違反被疑事件において指導を受けた出品事業者の中には、オンライン・ショッピングモール

運営事業者の担当者から、メーカー希望小売価格として認められない価格を比較対照価格とした不当な二

重価格表示を行うことをアドバイスされた旨を述べる者が存在する。

＜参考＞



（※３） オンライン・ショッピングモール運営事業者の信用に係る調査結果

出典「デジタル・プラットフォーム利用者の意識・行動調査について」（2020年05月20日消費者庁）
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n=3072

約７７％の消費者が、直販サイトより買い物系プラットフォームでの
購入を希望している

約７７％

Q2.ある商品を買いたいとき、売主が直接販売するオリジナルの通販サイトでも、買い物系
プラットフォーム上の通販サイトでも、同じ売主が同じ価格で提供している場合、どちらのサ
イトで購入したいと思いますか。

23.4 76.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

売主のオリジナル通販サイト 買い物系プラットフォーム上での通販サイト



（※４） オンライン・ショッピングモール運営事業者の信用に係る調査結果

出典「デジタル・プラットフォーム利用者の意識・行動調査について」（2020年05月20日消費者庁）
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n=3072

15.7 34.5 39.8 8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個々の出品者 場を提供するプラットフォーム 商品・サービス自体 何にも信用していない その他

Q5.買い物系プラットフォームを利用する場合、何に信用を置いて買い物をしていますか。

個々の出品者よりも、場を提供するプラットフォームを信用
して買い物をする消費者が多い

約３５％約１６％



n=3072
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（※５） オンライン・ショッピングモール運営事業者が自ら行う広告表示の誘引効果に係る調査結果

出典「デジタル・プラットフォーム利用者の意識・行動調査について」（2020年05月20日消費者庁）

Q62.買い物系プラットフォームのトップページでの宣伝や買い物系プラットフォームのキャンペーン
表示（例えば全品〇〇％オフ等）を見て、そのプラットフォームで買い物をしたくなりますか。

57.6 42.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ

約６割の消費者が、プラットフォームのトップページでの宣伝等を見て
買い物をしたくなる旨を回答。

約５８％
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整理③ 景品表示法の規制対象となる事業者

〇 景品表示法の解釈上、例えば、オンライン・ショッピングモール運営事業者が、商品等を出品事
業者と共に供給していると評価され（＝供給主体性あり）、かつ、オンライン・ショッピング
モール運営事業者が自ら表示又は出品事業者に関与して共同で表示していると評価される場合
（＝表示主体性あり）には、オンライン・ショッピングモール運営事業者自身も景品表示法の規
制対象となると考えられる。

〇 なお、景品表示法の規制対象となる事業者は、同法による行政処分の対象となり得ることに加え、
同法第26条に基づき、適正な表示を確保するためのコンプライアンス体制の整備に係る義務も
負うことになる。

（※）景品表示法の適用対象に係る「供給主体性」・「表示主体性」の概要（詳細は次頁以降参照）

事業者が景品表示法の表示規制の対象となるためには、まず、当該事業者が、問題となる商品・役

務を「供給」しているといえること（「供給主体性」が認められること）が必要であり、その上で、当該事

業者が不当表示を行ったといえること（「表示主体性」が認められること）が必要（供給主体性が認め

られない限り、その事業者がどのような表示を行っても景品表示法の規制対象とはならない。）。
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整理④「供給主体性」について

〇 「供給主体性」は、商品等の提供・流通の実態をみて実質的に判断される要件。例えば、フラ
ンチャイズの本部が行う表示等に関し、本部自体は消費者との間で当該商品等の売買契約の
当事者ではない場合でも、この要件を満たすと判断された処分事例がある。

〇 他方、現在までのところ、出品事業者が販売する商品等について、オンライン・ショッピング
モール運営事業者に対して行われた処分事例はないため、オンライン・ショッピングモール
運営事業者にどのような場合に「供給主体性」が認められるのかについては、必ずしも明確
には示されていない。



18

供給主体性に関する参考資料

参考①： 「丸山穂高衆議院議員提出 インターネット商取引の多様化に伴う消費者保護の強化に関する質問に対する答弁書」（令

和２年３月２７日閣議決定）（抜粋）

（質問） 景品表示法の規制対象は、製造者又は販売者に止まると聞く。健康増進法と同様に、規制対象を「何人も」に変更するこ

とで、広告を請け負った個人及び法人を行政処分の対象とすべきではないか。

（答弁） 景品表示法第五条の規定は、事業者が「自己の供給する商品又は役務の取引について」行う不当な表示を禁止しており、

この「供給する」については、商品又は役務の提供や流通の実態をみて実質的に判断される要件であることから、景品表示法

の規制対象は、御指摘の「製造者又は販売者に止まる」ものではないと考えている。

参考②： 消費者委員会第154回本会議（平成26年４月22日）における消費者庁（菅久審議官（当時））の説明（抜粋）

「いわゆる共同販売をするために共同で表示をしているみたいに認定できれば、通常はモールの運営者というのは景表法の対

象にはないと言っておりますが、そういう共同販売で共同で表示してキャンペーンしているみたいなことがもちろん事実関係とし

て認定できれば、両方とも景表法の対象になり得る」

参考③： フランチャイズチェーンの本部が行った役務の表示について、本部自体は当該役務の契約の当事者になっていなくとも供

給主体であるとして処分された事例

・株式会社ファクトリージャパングループに対する措置命令（令和元年10月9日）

・イオンライフ株式会社に対する措置命令（平成29年12月22日）

参考④： 百貨店内に出店するテナントが販売する商品の表示について、百貨店がテナントととともに供給主体及び表示主体となる

として処分された事例

・株式会社京王百貨店及び明治屋産業株式会社に対する排除命令（平成14年10月25日）

参考⑤： 「不動産のおとり広告に関する表示」(昭和55年公正取引委員会告示第14号)について

・景品表示法第５条第３号の規定に基づく告示である「不動産のおとり広告に関する表示」は、事業者が「自己の供給する不動産

の取引に顧客を誘引する手段」として行う、実際には取引することができない不動産についての表示等（不動産のおとり広告）を

不当表示として規定している。

・本告示の対象となる取引には、事業者が自ら売主・貸主として販売・賃貸する不動産の取引だけでなく、事業者が仲介事業者と

して関係する不動産の取引も当然に含まれるところ、後者の取引についても、本告示の「自己の供給する不動産の取引」に含ま

れることになる。

・仲介事業者が、本告示に違反する表示を行ったとして処分された事例として、株式会社エイブルに対する排除命令（平成20年６

月18日）がある。
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整理⑤「表示主体性」について

○「表示主体性」は、不当表示の内容の決定に関与した事業者に認められるが、自らもしくは他の者と共
同して積極的に当該表示の内容を決定した場合のみならず、他の者の表示内容に関する説明に基づきそ
の内容を定めた場合や、他の者にその決定を委ねた場合も含まれる（※）。

（※）参考：「表示主体性」についての考え方を示した裁判例の概要（東京高判平成20年5月23日（平成19年（行ケ）第5号）参照）

・景品表示法の表示規制の対象となる表示の主体とは、問題となる表示の内容の決定に関与した事業者であると解さ

れる。そして、表示内容の決定に関与した事業者とは、

①自らもしくは他の者と共同して積極的に表示の内容を決定した事業者のみならず、

②他の者の表示内容に関する説明に基づきその内容を定めた事業者、

③他の事業者にその決定を委ねた事業者

も含まれる。

・このうち、②の「他の者の表示内容に関する説明に基づきその内容を定めた事業者」とは、他の事業者が決定したあ

るいは決定する表示内容についてその事業者から説明を受けてこれを了承しその表示を自己の表示とすることを了承

した事業者をいうと解される。

・また、③の「他の事業者にその決定を委ねた事業者」とは、自己が表示内容を決定することができるにもかかわらず他

の事業者に表示内容の決定を任せた事業者をいうと解される。

○しかしながら、前記のとおり、出品事業者が販売する商品等について、オンライン・ショッピングモー
ル運営事業者に対して行われた処分事例はないため、オンライン・ショッピングモール運営事業者及び
出品事業者に対し、上記「表示主体性」についての考え方をどのように当てはめるのかについては、必
ずしも明確には示されていない。
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（※）表示主体性に関する参考資料（一部再掲あり）

想定例１： オンライン・ショッピングモール運営事業者が、オンライン・ショッピングモールのトップページで「○○％引き
セール」と告知したが、その割引率に根拠がなかった。（自らの例）

参考：オンライン・ショッピングモールの運営事業者が企画した「優勝セール」において、当該モールの運営事業者及
び出品事業者が高い割引率を表示していたが、実際には、当該割引率は、通常価格などの「元値」をつり上
げることにより、実際よりも高いものとされていた疑いについて報道された事例がある（2013年11月 日本経済
新聞など）。

想定例２： チケット仲介サイトの運営事業者が、本サイトを利用して入場資格者として他人名が印字されたチケットを購
入した場合であっても、確実にイベントに入場できる旨を表示したが、実際には、転売チケットではイベント会
場に入れないと言われた消費者がいた。（自らの例）

参考： 「チケット転売の仲介サイト「viagogo」に関する注意喚起」（令和元年９月13日 消費者庁）

想定例３： 出品事業者が、自社の店舗ページにおいて商品の価格を表示する際に、オンライン・ショッピングモール運営
事業者が定めた出品時の条件や、オンライン・ショッピングモール運営事業者の担当者による指示やアドバイ
スに従って二重価格表示を行ったところ、比較対照価格として用いた価格は根拠のないものであった。（関与
の例）

参考①： クーポン共同購入サイトの出品事業者が出品した「通常価格」が存在しない商品について、当該サイトの
運営事業者が定めた出品時の条件（「通常価格」を併記した二重価格表示を行う。）に従って表示を行っ
た出品事業者に対し、措置命令（平成23年２月22日付け）が行われると共に、クーポン共同購入サイトの
運営事業者に対する要請が行われた事例がある。

参考②： 上記想定例１の参考として記載された事例について、オンライン・ショッピングモールの出品事業者による
不当な二重価格表示に、当該オンライン・ショッピングモール運営事業者の担当者が関与していた旨が報
道された事例がある（報道を受けて行われた当該運営事業者の社内調査結果等の報告を受けて、消費
者庁は、当該運営事業者に対し要請を行った（平成26年４月30日公表）。）。

参考③： 景品表示法違反被疑事件において指導を受けた出品事業者の中には、オンライン・ショッピングモール運
営事業者の担当者から、メーカー希望小売価格として認められない価格を比較対照価格とした不当な二
重価格表示を行うことをアドバイスされた旨を述べる者が存在する。
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＜御議論いただきたい事項＞

【前記の＜整理＞から示される前提】
○オンライン・ショッピングモールにおける虚偽・誇大な広告表示（出品事業者等の依頼によ
り行われるいわゆる不正レビューを含む。）には、多様な形態のものがあるが、これらは、
オンライン・ショッピングモール運営事業者の役割という観点からは、
① オンライン・ショッピングモール運営事業者自身が、自ら広告表示を行う場合や出品事
業者の広告表示に関係する場合において、景品表示法上問題となる行為を行うことのない
よう未然防止を図る必要があるもの
② オンライン・ショッピングモール運営事業者が、出品事業者による景品表示法上問題と
なる行為を抑止するために、出品事業者の広告表示の是正や出品事業者の管理に取り組む
ことが期待されるもの

の２つに分類される。

ア） 上記①の場合に関し、オンライン・ショッピングモール運営事業者が景品表示法の規制
対象となる場合について、同法の要件に関する考え方の一層の明確化及び周知を行うこと
は、モール運営事業者や出品事業者などの関係する事業者の予見可能性や不当表示の抑止
に取り組むインセンティブを高めるために必要なのではないか。
なお、このような考え方の明確化を行う際は、モール運営事業者の事業形態、出品事業

者の事業活動との関係が多様であることを踏まえつつ、また、通常の広告媒体（新聞・テ
レビ等）とオンライン・ショッピングモールの機能の相違に着目しながら、検討を行うこ
とが適切ではないか。
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イ） 上記②の場合に関し、出品事業者による景品表示法上問題となる行為を抑止するために、行政機関によ
る法執行のほか、オンライン・ショッピングモール運営事業者については、どのような対応を行うことが
求められるか。
虚偽・誇大な広告表示は、モール運営事業者が設定する出品事業者向け規約にも違反しているところ

（※次々頁参照）、例えば下記のような点を考慮すれば、モール運営事業者は、上記①の観点から自らに
課せられる景品表示法に関するコンプライアンス体制の整備義務とは別個に、消費者保護の観点から、積
極的な取り組みを行うことが求められるのではないか。
●モール運営事業者は、取引の成立を促すサービスを自ら提供し、そのことから利益を得ていること
●多数の消費者が、個々の出品事業者以上にモール運営事業者に信用を置いて、商品等の購入を行ってい
ること

●（新型コロナウイルス感染拡大後の「新しい生活様式」においてはより一層、）オンライン・ショッピ
ングモールは社会生活の基盤とも言える重要な役割を果たしていること

ウ） 前記イの検討に関し、オンライン・ショッピングモール運営事業者は、出品事業者による虚偽・誇大広
告が発覚した場合に、規約違反として是正や削除を求めるなどの対応を行うことができるが、出品事業者
の広告表示への関与の在り方については各モール運営事業者によって考え方に差もありうるところ、現行
の取り組みについて十分なものといえるか。
少なくとも行政機関からの通知により出品事業者の虚偽・誇大な広告表示を認識した場合や、その他の

理由によってモール運営事業者が当該広告表示の問題点を認識できる蓋然性がある場合等においては、迅
速・厳格に対応してその広告表示を是正することが求められるのではないか。
また、オンライン・ショッピングモール運営事業者において、事後的に是正を行うだけにとどまらず、

例えば、出品事業者の表示内容について、積極的に記録等を伴うモニタリングを行うことや、そもそも問
題のある表示が行われないようにするために、景品表示法等の順守に資する適切なコンプライアンス体制
を構築するよう出品事業者を指導したり、出品事業者における景品表示法等に係る知識向上を促進するな
ど出品事業者の管理を適切に行うこと、虚偽・誇大な広告表示の抑止に取り組む行政機関や団体等と協力
して積極的な情報交換を行うこと等も求められるのではないか。

＜御議論いただきたい事項＞
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エ） 前記イの検討に関し、消費者利益の侵害の内容が、生命・身体の安全・安心に及んでいるものと、自
主的・合理的な商品選択という財産的被害に留まるものとの間で区別すべきか（※参照： 人の生命・
健康に関わる虚偽・誇大な広告表示を禁止している薬機法や健康増進法の規制対象は「事業者」ではな
く「何人も」になっている）。

オ） なお、売主が商品について虚偽・誇大な内容の記載をサイト上で行うことは、売主が出品事業者の場
合だけに限られないが、売主が個人の場合に、フリマサイト運営事業者はどのような取り組みを行うこ
とが求められるか（売主が事業者か個人かで、デジタル・プラットフォーム企業に求められる役割に差
があると考えるか否か。）。

＜御議論いただきたい事項＞
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楽天市場出店規約（抜粋）

第1条 総則
本規約は、楽天株式会社（以下「甲」という）がインターネット上で運営するショッピングモール「楽天市
場」（以下「モール」という）への「スタンダードプラン」および「メガショッププラン」での出店に関し、
甲と出店申込者（以下「乙」という）との間の契約関係（以下「本契約」という）を定めるものである。

第7条 販売方法
1. ～3. （略）
4. 乙は、販売等を行うにあたり、特定商取引に関する法律、割賦販売法、不当景品および不当表示防止法、
その他関係法令を遵守する。

5. ～6. （略）

第18条 禁止事項
1. 乙は、以下の行為を行ってはならない。
（1） 法令の定めに違反する行為またはそのおそれのある行為
（2） 公序良俗に反する行為
（3） 日本通信販売協会が定める広告に関する自主基準に違反する行為
（4） 消費者の判断に錯誤を与えるおそれのある行為

第26条 甲による解除・解約
1. 甲は、乙が以下のいずれかの事由に該当した場合には、何らの催告なしに本契約を解除するとともに、直
ちに乙の出店ページをモールおよびサーバから削除することができる。
（1） 本規約等に違反したとき
（以下略）

（参考）オンライン・ショッピングモール運営事業者が設定する出品者向け利用規約①
＜不当表示に関係する部分の抜粋／下線付加＞



出品者利用規約および出品者行動規範
出品者はすべて、Amazonへの出品にあたり、以下のポリシーを遵守する必要があります。ポリシーに違反し
たり、禁止コンテンツを掲載したりした場合、Amazonアカウントが停止処分になることがあります。
（中略）
・すべての準拠法およびAmazonのすべての利用規約を遵守する。
・アカウント情報を常に最新の状態に保つ。
・自分自身について虚偽の情報は決して登録しない。
・Amazonを利用する購入者に安心して買い物をしてもらえるよう常に努力する。
・Amazonを利用する購入者に危害を及ぼすおそれのある商品は決して出品しない。
・誤解を招く行為、不適切な行為、または不快感を与える行為を決してしない。この原則は、次のような内容
すべてに当てはまります。なお、これらは例として挙げたもので、これに限定されるわけではありません。
○アカウントについて指定する情報
○出品情報、コンテンツ、画像について指定した情報
○出品者とAmazon、または出品者と購入者とのコミュニケーション

・常に公正に行動する。不公正な行為としては、次のようなものがあります。なお、これらは例として挙げた
もので、これに限定されるわけではありません。
○購入時または出品時のすべての側面で、「不正な操作(ギャンブル)と見なされる」可能性のある行為
○カスタマーレビューを改ざんしたと見なされる可能性のある行為(偽の内容、誤解を招く内容、または
虚偽の内容を直接的または間接的に指定するなど)

○Amazonの検索結果や売上順位を操作しようとしたと判断される可能性のある行為
○ほかの出品者、その出品情報、その評価に悪影響を与える意図的な行為

（参考）オンライン・ショッピングモール運営事業者が設定する出品者向け利用規約②
＜不当表示に関係する部分の抜粋／下線付加＞
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